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平成１７年度建設副産物実態調査結果について
（ ）関 東 地 方 版

平成１８年１２月８日
関東地方建設副産物
再利用方策等連絡協議会

関東地方建設副産物再利用方策等連絡協議会は、平成１７年度に関東地方の建設工事か
ら排出された建設副産物 を対象として、排出量、再資源化等の状況について調査を行注１）

いました。今回、この調査結果がとりまとまりましたので、公表致します。
注１）建設副産物：建設工事に伴って副次的に得られる物品であり、建設廃棄物（コンクリート塊、建設発生

木材など）及び建設発生土（建設工事の際に搬出される土砂）の総称。

調査結果の概要

１．排出量の動向
関東地方における平成１７年度の建設廃棄物の排出量は約２，３７８万トン、建設

発生土の排出量は約３，８７１万㎥となりました。これは、前回調査平成１４年度と
、 、 。比較すると 建設廃棄物で約５％増加 建設発生土で約１５％の減少となっています

２．再資源化等の状況
建設廃棄物の再資源化等及び土砂の再生利用の状況を前回平成１４年度調査と比較

すると、次のとおりです。

３ 「建設リサイクル推進計画２００２＜関東地域版＞」の進捗状況．

４ 「関東地方版建設発生土等の有効利用に関する行動計画」の進捗状況．
（公共工事のみ）

注２）再資源化率：建設廃棄物として排出された量に対する、再資源化された量と工事間利用された量の合

計の割合。

注３） 建設発生木材については、伐木材、除根材等を含む数値である。

注４） 再資源化等率：建設廃棄物として排出された量に対する、再資源化及び縮減された量と工事間利用さ

れた量の合計の割合。なお、再資源化等とは、再資源化及び縮減のこと。

注５）利用土砂の建設発生土利用率：土砂利用量（搬入土砂利用量＋現場内利用量）のうち土質改良を含む

建設発生土利用量の割合。

注６）平成１２年度における関東地方の建設混合廃棄物排出量は、１６３．３万トン。

平成１７年度
実績値

73.0% 未達成 84% 未達成 95%利用土砂の建設発生土利用率（公共工事）

平成１７年度
目標値

平成２２年度
目標値

平成１４年度 平成１７年度 増減

 ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊の再資源化率注２） 98.4% 99.0% 0.6ﾎﾟｲﾝﾄ増
 ｺﾝｸﾘｰﾄ塊の再資源化率 97.8% 98.7% 0.9ﾎﾟｲﾝﾄ増

 建設発生木材注３）の再資源化率 62.2% 68.9% 6.7ﾎﾟｲﾝﾄ増

 建設発生木材の再資源化等率注４） 92.1% 93.4% 1.3ﾎﾟｲﾝﾄ増
 建設汚泥の再資源化等率 63.8% 74.8% 11.0ﾎﾟｲﾝﾄ増
 建設混合廃棄物の排出量 116.8万トン 91.7万トン 25.1万ﾄﾝ減

87.7% 91.0% 3.3ﾎﾟｲﾝﾄ増
71.4% 70.7% 0.7ﾎﾟｲﾝﾄ減

建設廃棄物の再資源化等率

利用土砂の建設発生土利用率注５）

平成１７年度
実績値

 ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊の再資源化率 99.0% 達成 99%以上 達成 99%以上

 ｺﾝｸﾘｰﾄ塊の再資源化率 98.7% 未達成 99%以上 未達成 99%以上

 建設発生木材の再資源化率 68.9% 達成 60% 達成 65%

 建設発生木材の再資源化等率 93.4% 達成 90% 未達成 95%

 建設汚泥の再資源化等率 74.8% 達成 60% 未達成 75%

 建設混合廃棄物の排出量削減(H12比)注６）
43.9%削減 達成 25%削減 未達成 50%削減

91.0% 達成 88% 達成 91%

70.7% 未達成 75% 未達成 90%

平成２２年度
目標値

利用土砂の建設発生土利用率

平成１７年度
目標値

建設廃棄物の再資源化等率

参考資料３－１



  
　 　

茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 山梨県 長野県 関東 全国

99.6 99.6 98.4 98.0 99.6 99.1 99.2 99.8 97.3 99.0 98.6

(99.5) (100.0) (97.6) (99.8) (97.8) (99.1) (95.9) (100.0) (99.2) (98.4) (98.7)

99.0 99.9 99.5 98.5 99.5 98.6 98.1 99.8 97.5 98.7 98.1

(99.4) (98.7) (96.2) (99.8) (99.8) (96.3) (98.0) (96.1) (96.9) (97.8) (97.5)

72.7 69.8 66.2 78.7 62.4 67.3 76.3 44.3 67.3 68.9 68.2

(59.7) (44.1) (40.7) (52.5) (80.8) (74.3) (60.3) (69.5) (52.3) (62.2) (61.1)

94.8 96.0 92.8 95.8 90.9 91.6 94.4 95.8 94.4 93.4 90.7

(92.8) (91.4) (84.7) (88.8) (96.9) (95.5) (90.2) (91.4) (89.7) (92.1) (89.3)

94.7 88.5 36.2 88.7 90.7 77.3 24.5 44.6 20.9 74.8 74.5

(60.7) (63.9) (66.9) (86.9) (89.8) (69.6) (15.5) (70.1) (45.5) (63.8) (68.6)

2.6 1.8 2.9 17.4 9.2 32.9 18.3 1.2 5.3 91.7 292.8

(7.2) (4.0) (3.9) (17.0) (16.4) (39.9) (21.9) (1.8) (4.8) (116.8) (337.5)

建設廃棄物全体
97.0 97.7 92.1 93.3 96.0 87.5 88.4 96.8 92.5 91.0 92.2

(89.3) (94.9) (91.8) (91.8) (94.4) (85.0) (78.4) (94.4) (90.8) (87.7) (91.6)

54.9 54.8 57.7 86.5 71.0 76.7 66.2 66.8 84.2 70.7 62.9

(55.1) (70.8) (61.0) (87.3) (64.2) (77.3) (65.7) (78.8) (75.7) (71.4) (65.1)

注）四捨五入の関係上、合計値とあわない場合がある。
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（単位：％）

建設発生木材
（縮減含む）

建設発生木材
（縮減除く）

アスファルト・
コンクリート塊

コンクリート塊

建設汚泥

建設混合廃棄
物排出量
(万トン)

利用土砂の
建設発生土利用率

  平成１７年度建設副産物実態調査　結果

　（１） 建設副産物のリサイクル状況(※１)

 注１：「平成１７年度の各都県における建設副産物のリサイクル状況」の結果は、公共工事(国、公団・事業
　　　 団、都県、政令市、市町村)、民間公益工事(電力、ガス等)及び民間工事(土木、建築)の集計結果です。
 注２：１段目は、平成１７年度の値
　     ２段目の（　　　）は、平成１４年度の値
 注３：建設発生木材については、伐木材、除根材等を含む数値である。

 【各建設副産物のリサイクル状況の算出方法】
　　・アスファルト・コンクリート塊、コンクリート塊：
　　　　再資源化率＝（再使用量＋再生利用量）／排出量

　　・建設発生木材（縮減除く）：
　　　　再資源化率＝（再使用量＋再生利用量＋熱回収量）／排出量

　　・建設発生木材（縮減含む）：
　　　　再資源化等率＝（再使用量＋再生利用量＋熱回収量＋縮減量(焼却による減量化量))／排出量

　　・建設汚泥：
　　　　再資源化等率＝（再使用量＋再生利用量＋縮減量(脱水等による減量化量))／排出量

　　・土砂（現場内利用含む）：
　　　　利用土砂の建設発生土利用率＝（土砂利用量のうち土質改良を含む建設発生土利用量）／土砂利用量
　　　　　※土砂利用量とは、搬入土砂利用量＋現場内利用量である。

　　※１については、補足事項があります(別紙参照)。

平成１７年度の各都県における建設副産物のリサイクル状況
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土木89万
4%

建築124万
5%

建築
948万
40%

土木
1,218万
51%

平成17年度
関東地方
2,378万 再資源化等

2,165万
91％

最終処分
213万 9％

建築
864万
38％

土木
1,409万
62%

平成14年度
関東地方
2,273万

民間土木
121万 5％

公共土木
1,288万
57％

新築・
改築
369万
16％

解体
495万
22％

土木

1,307万

55%

建築

1,071万

45％

平成17年度
関東地方
2,378万

公共土木
1,165万
49％

民間土木142万 6％

新築・
改築
658万
28％

解体
409万
17％

修繕4万
0.2％

・ 建設廃棄物の排出量は、約3,039万トン（平成7年度）、約2,569万トン（平成12年度）、
　約2,273万トン（平成14年度）と減少傾向を示していたが、平成17年度は約2,378万トンとなり、
　若干増加した。
・ 再資源化等率は、68.8％（平成7年度）、81.6％（平成12年度）、87.7％（平成１４年度）、
　91.0%(平成17年度)と上昇傾向にある。

（２） 建設廃棄物の排出量と再資源化等量
　　 ① 建設廃棄物全体の状況

図－１　工事区分別建設廃棄物の排出量（トン)

土木
1,874万
62%

建築
1,165万
38% 平成７年度

関東地方
3,039万

解体
605万
20％

新築・
改築
560万
18％

民間土木
160万
5％

公共土木
1,713万
56％

建築
1,018万
40%

土木
1,552万
60%

平成12年度
関東地方
2,569万新築・

改築
452万
18%

民間土木
102万 4％

公共土木
1,450万
56％

解体
566万
22％

建築
537万
18%

土木
412万
14%

建築
623万
21%

土木
1,462万
48%

平成７年度
関東地方
3,039万

再資源化等
2,090万
69％

最終処分
949万
31％

注）四捨五入の関係上、合計値とあわない場合がある。 注）四捨五入の関係上、合計値とあわない場合がある。

図－２　工事区分別建設廃棄物の
　　再資源化等量及び最終処分量（トン）

建築278万
11%

土木
194万
8%

建築
740万
29%

土木
1,358万
53%

平成12年度
関東地方
2,569万

再資源化等
2,097万
82％

最終処分
472万
18％

土木
139万
6%

建築
141万
6%

建築
722万
32%

土木
1,270万
56%

平成14年度
関東地方
2,273万

最終処分
280万 12％

再資源化等
1,993万
88％
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・建設廃棄物の排出量は年々減少傾向にあったが、平成17年度は増加している。また、
　建設廃棄物の最終処分量は、経年的に減少傾向にある。
・排出量の約７割をアスファルト・コンクリート塊とコンクリート塊が占めているが、再資源化
　率が高いため、最終処分量に対する割合は約1割程度となっている。
・建設汚泥と建設混合廃棄物は、排出量の約2割程度であるが、最終処分量では平成
　12年度以降、全体の約8割近くを占めている。

ｱｽﾌｧﾙﾄ・
ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
141万
15%

平成７年度
関東地方
949万

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
176万
18％

建設汚泥
349万 37％

建設混合
廃棄物
161万
17％

建設発生
木材98万
10％

その他24万
3％

②建設廃棄物の品目別排出量

図－４　建設廃棄物品目別最終処分量（トン）図－３　建設廃棄物品目別排出量（トン）

ｱｽﾌｧﾙﾄ・
ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
748万
33%

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
815万
36%

平成１４年度
関東地方
2,273万

建設汚泥
434万
19％

建設混合
廃棄物
117万
 5％

建設発生
木材112万
5％

その他
47万
2％

注）四捨五入の関係上、合計値とあわない場合がある。 注）四捨五入の関係上、合計値とあわない場合がある。

平成17年度
関東地方
213万

その他19万
9%

ｱｽﾌｧﾙﾄ・
ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
8万 4% ｺﾝｸﾘｰﾄ塊10万

5%

建設汚泥
115万
53%

建設
混合廃棄物
53万
25%

建設発生
木材8万
4%

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
788万
33%

ｱｽﾌｧﾙﾄ・
ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
779万
33%

平成１７年度
関東地方
2,378万

建設汚泥
457万
19％

その他145万
6％

建設発生木材
117万 5％

建設混合廃棄物
92万 4％

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
922万
30%

ｱｽﾌｧﾙﾄ・
ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
1,245万
42%

平成７年度
関東地方
3,039万

建設汚泥
413万
14％

建設混合
廃棄物
222万
7％

建設発生木材
192万
 6％

その他
45万
1％

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
974万
39%

ｱｽﾌｧﾙﾄ・
ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
857万
33%平成１２年度

関東地方
2,569万

建設汚泥
380万
15％

建設混合
廃棄物
163万 6％

建設発生
木材139万
5％

その他
57万
2％

平成１２年度
関東地方
472万

ｱｽﾌｧﾙﾄ・
ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
6万 1％

建設汚泥
255万
54%

建設混合
廃棄物
142万
30%

建設発生
木材17万
4%

その他
34万
7%

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
19万
4%

平成14年度
関東地方
280万

ｱｽﾌｧﾙﾄ・
ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
12万 4% ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

18万 6%

建設汚泥
157万
57%

建設混合
廃棄物
71万
25%

建設発生
木材9万
3%

その他
13万
5%
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　③ 建設廃棄物の品目別再資源化等の状況

図－５　建設廃棄物の品目別再資源化等の状況

77.8

24.7

40.8

98.0

99.4

18.4

67.1

12.346.8

3.9

8.2

0.6

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設廃棄物全体

建設汚泥

建設発生木材

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

平成１２年度

・ アスファルト・コンクリート塊とコンクリート塊は、平成1２年度以降高い再資源化率を
　保っている。
・ 建設発生木材、建設汚泥はともに、再資源化及び縮減率が上昇しており、最終処分
　の比率は低下している。

80.5

38.2

62.2

97.8

98.4

7.2

25.6

29.8

12.3

36.2

7.9

2.2

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設廃棄物全体

建設汚泥

建設発生木材

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

平成１４年度

66.8

6.6

48.7

81.0

88.7

31.2

84.4

51.3

19.0

11.3

2.0

9.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設廃棄物全体

建設汚泥

建設発生木材

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

注）　平成７年度調査においては、建設発生木材の縮減分については、区分せず、最終処分の中に含まれている。

平成７年度

98.7

99.0

24.5

25.2

6.668.9

42.8

82.6 8.4

32.0

1.3

9.0

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設廃棄物全体

建設汚泥

建設発生木材

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

平成１７年度

注）四捨五入の関係上、合計値とあわない場合がある。

再資源化 縮　　減 最終処分
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②工事間利用
1,181

②工事間利用
1,149 ②工事間利用

878
②工事間利用

782

③土質改良土132

③土質改良土362

③土質改良土
298 ③土質改良土

353
⑧汚泥処理土8

⑨再生砂111

⑨再生砂174

⑨再生砂432

⑨再生砂95

⑫現場内利用
275

⑫現場内利用
282

⑫現場内利用
126

⑩新材
2,247 ⑩新材

881

⑩新材
575

⑩新材
580

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成7年度 平成12年度 平成14年度 平成17年度

新材利用量
約１％増加

新材利用量
約３５％減少

図－６　建設発生土搬出及び土砂利用搬入状況

・土砂の排出量及び利用量は年々減少傾向にある。
・平成14年度の新材利用量は平成１2年度と比較して約35％減少していたが、平成17
　年度の新材利用量は平成14年度と比較してほぼ横ばいである。

（３）建設発生土搬出量及び土砂利用

②工事間利用
1,149

②工事間利用
1,181 ②工事間利用

878
②工事間利用

783

③再資源化施設132
③再資源化施設

362
③再資源化
施設298

③再資源化
施設353

⑤内陸受入地
8,255

⑤内陸受入地
4,078

⑤内陸受入地
3,383 ⑤内陸受入地

2,704

④海面処分場341

④海面処分場80

④海面処分場21

④海面処分場30

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成7年度 平成12年度 平成14年度 平成17年度

単位：万m3

単位：万m3

注）「現場内利用」は平成１２年度調査より把握している。
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関東地方における建設発生土搬出・利用状況

注： 公共工事等以外の有効利用」とは、将来活用することが確定した自治体管理の受入地な「

どのことである。

2,704
　⑤内陸受入地
　　（うちｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ経由　24）

②工事間利用（内陸部工事、海面事業等）
783

③再資源化施設（土質改良プラント）353

④海面処分場
31

⑦再生砂　95
（ｺﾝｸﾘｰﾄ塊より）

⑨
搬入土砂
利用量
1,818

⑧新材
（山砂等）
580

18%

40%

29%

0.4%

資料：平成１７年度建設副産物実態調査（国土交通省）

単位：万ｍ3

20%

9%

1%

70%

⑩現場内利用
161

⑥建設汚泥処理土 8
5%

［うち、1,140
公共工事等以外の有効利用注）］

［うち、29%］

※四捨五入の関係上、合計があわない場合がある。

8%

利用土砂の建設発生土利用率　（②＋③＋⑥＋⑦＋⑩）
　　　　　　　　　　　　　　　            　　　　 　⑨＋⑩

＝70.7%

0.02%

関東地方以外へ
②工事間利用及び
③再資源化施設　　0.6

①
場外搬出量
3,871

土

砂

利

用

量
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（参考）

　

 １．調査の目的
 

　　　    「建設副産物実態調査」は、建設副産物対策の具体的な政策立案に必要な排出量や
　　  再資源化等の動向に関する実態を把握するため、全国の建設工事 （公共土木工事、民
　　　間土木工事、建築工事）を対象に、平成７年度、平成１２年度、平成１４年度と実施してい
　　　る統計調査である。

 ２．建設副産物の定義
 

　　   建設副産物とは、建設工事にともなって副次的に得られる物品であり、建設廃棄物
　　　（コンクリート塊、建設発生木材など）及び建設発生土（建設工事の際に搬出される土
　　　砂）の総称である。

　

　

　

３．調査方法
 

　（１）　調査実施方法
　　 　    関東地方建設副産物再利用方策等連絡協議会＊１）を通じて、関東地方（茨城県、
　　　　　栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県）における
　　　　　公共工事発注機関、民間公益企業、民間企業に対するアンケート調査を実施した。
　　 　       アンケートの結果については、関東地方建設副産物再利用方策等連絡協議会
　　　　　において集計した後、国土交通省に報告され、国土交通省においてアンケート結果
　　　　　の解析および取りまとめを行った。
　
   （２）　調査対象建設副産物
   　　　　　アスファルト・コンクリート塊、コンクリート塊、建設発生木材、建設汚泥、
　　　　　建設混合廃棄物、その他（金属くず、廃プラスチック類など）、建設発生土

　　　  　　＊１）関東地方建設副産物再利用方策等連絡協議会：
　　　　　　　　　　　建設副産物の有効利用及び再利用等を促進し、建設事業の円滑な推進を図るために、
　　　　　　　　　　　必要な情報の収集・交換を行うことを目的として、関東地方整備局、関東農政局、都県、
　　　　　　　　　　　政令市、公団・事業団等、建設業団体等を構成員として設置された組織。

平成１７年度　建設副産物実態調査について
（関　東　地　方　版）

建設副産物

建設発生土

建設廃棄物
　・　アスファルト・コンクリート塊
　・　コンクリート塊
　・　建設発生木材
　・　建設汚泥
　・　建設混合廃棄物
　・　金属くず
  ・　廃プラスチック類　など
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  （３）　調査実施内容

　　　　 建設副産物実態調査は、以下の３つの調査から構成されている（「（４）建設資材の利用
　　　の流れおよび建設廃棄物の処理の流れ」参照）。

　　　① 総量調査(建設副産物の総排出量等を推計するための調査)
　　　　　　　発注機関別、工事施工場所別、工事種類別の建設資材の利用量、建設副産物の
　　　　　　発生量・場外排出量を調査した。この調査より、場外排出量などの全体量を推計する
　　　　　　ための原単位を算定する。
　　　　　　　＜調査票回収工事件数　約６１，６００件＞
　

　
　　　② 搬出先調査(建設副産物の再資源化施設等への排出量を推計するための調査)
　　　　　　　 発注機関別、工事施工場所別、工事種類別に、建設資材のうち再生資材利用
　　　　　　の割合・供給元、建設副産物の再資源化の割合・搬出先などを調査した。
　　　　　　この調査より、推計後の場外排出量などの全体量から各搬出先の量を推計するた
　　　　　　めの割合を算定する。
　　　　　　　 ＜調査票回収工事件数　約５１，５００件＞
　

　　　③ 施設調査(再資源化等施設での処理の実態を把握するための調査)
　　　　　　　  建設副産物の再資源化施設等の保有業者のリストアップを行い、この施設保有
　　　　　　業者に対して、施設の概要等（施設搬入後の処理・処分方法・量等 ）を調査した。
　　　　　　この調査より、再資源化施設等での処理・処分フロー（再資源化率、縮減化率、最
　　　　　　終処分率）を算定する。
　　　　　　　　＜調査票回収施設件数　約１，０６０件＞

【公共工事】 【民間公益工事】調査対象

土　木 建築

・国土交通省、農林水産省、
  その他の国の機関
・公団・事業団等
・都県、政令市、市町村

土　木 建築

・電力、ガス、電信電話、ＪＲ
   大手私鉄各社

調査対象 【公共工事】 【民間公益工事】 【民間工事】

・国土交通省、農林水産省、
　その他の国の機関
・公団・事業団等
・都県、政令市、  市町村

土　木 建築

・電力、ガス、
   電信電話、ＪＲ
   大手私鉄各社

土　木 建築 建　築

(社)建築業協会
(社)日本土木工業協会
(社)プレハブ建築協会
(社)日本ﾂｰﾊﾞｲﾌｫｰ建築協会
(社)日本木造住宅産業協会
(社)日本道路建設業協会
各都県建設業協会
(社)全国解体工事業団体連合会

土木

各都県等
施設管理台帳

・建設発生土利用促進施設
・建設廃棄物の再資源化処理施設、
  中間処理施設
・建設廃棄物の最終処分場

建設副産
物再資源
化等施設
の抽出
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（４）建設資材（土砂、木材など）の利用の流れおよび
　　　建設廃棄物（コンクリート塊、建設発生木材など）の処理の流れ

再資源化等率＝（②＋⑥＋⑦＋⑨）÷①
再資源化率　 ＝（②＋⑥）÷①
最終処分量 　＝  ⑤＋⑧＋⑩

現場外排出量①

現場内利用量　

現場内縮減量　

建設現場

発生量

工事間利用量②

再資源化施設
　　搬出量③

中間処理施設
　　搬出量④

最終処分場
　　搬出量⑤

再資源化量⑥

縮減量⑦

最終処分場
　　搬出量⑧

最終処分場
　　搬出量⑩

縮減量⑨

総量調査の範囲 搬出先調査の範囲 施設調査の範囲

現場外搬入量

現場内利用量

利用量

新　材

再生材

建設廃棄物の処理の流れ

建設資材の利用の流れ



（別紙）

※１に関する箇所について

建設発生土の利用率に関する補足事項

建設発生土の有効利用に関する指標については、トータルとしての需給バラン

スについて利用量よりも発生量が大幅に上回っている状況を踏まえ、以下の考え

方で算出しております。

利用土砂の建設発生土利用率

土砂利用量のうち土質改良を含む建設発生土利用量
＝

土砂利用量

※土砂利用量とは、搬入土砂利用量＋現場内利用量

この波線部分について、従来においては 「盛土等で利用する土砂について全、

て自工事内で発生する土砂を用いる工事（＝現場外からの土砂の搬入を一切行っ

ていない工事 （以下 「１００％現場内完結工事」という ）については含め）」 、 。

ていませんでした。これは 「そもそも一つの工事の中で発生量と利用量のバラ、

ンスを図ることは、工事担当者として当然すべき行為である」という考えに基づ

いたものです。

しかしながら、発生量と利用量のバランスを図ることによって現場外からの土

砂搬入量をゼロにすることは、むしろ積極的に評価すべき取り組みであるとも考

えられるため、今回、１００％現場内完結工事を対象に加えた場合の集計結果に

ついても以下の通り併せて公表させていただきます。

※１ 平成１７年度の各都県における建設副産物のリサイクル状況

注：１段目は、平成１７年度の値

２段目の（ ）は、平成１４年度の値

　 　 　　　（単位：％）

茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 山梨県 長野県 関東 全国

72.4 81.5 84.8 93.1 81.1 81.5 82.3 90.7 92.3 83.6 80.1

(80.7) (88.6) (87.0) (91.7) (79.2) (86.4) (79.2) (93.2) (89.3) (85.7) (83.0)
利用土砂の建設発生土利用率



関東地方における建設発生土搬出・利用状況

注： 公共工事等以外の有効利用」とは、将来活用することが確定した自治体管理の受入地などのこと「

である。

2,704
　⑤内陸受入地
　　（うちｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ経由　24）

①
場外搬出量
3,871

②工事間利用（内陸部工事、海面事業等）
783

③再資源化施設（土質改良プラント）353

④海面処分場
31

⑦再生砂　95
（ｺﾝｸﾘｰﾄ塊より）

⑨
搬入土砂
利用量
1,818

⑧新材
（山砂等）
580

10%

22%

16%

0.2%

資料：平成１７年度建設副産物実態調査（国土交通省）

単位：万ｍ3

20%

9%

1%

70%

⑩
現場内利用
1,722

⑥建設汚泥処理土 8
3%

［うち、1,140
　公共工事等以外の有効利用注］

［うち、29%］

※四捨五入の関係上、合計があわない場合がある。

49%

利用土砂の建設発生土利用率　（②＋③＋⑥＋⑦＋⑩）
　　　　　　　　　　　　　　　            　　　　 　⑨＋⑩

＝83.6%

0.02%

関東地方以外へ
②工事間利用及び
③再資源化施設　　0.6

土

砂

利

用

量




